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要   旨： 

自然災害が多いわが国では、災害が発生するたびに防災対策の重要性が叫ばれ、対策の見直し

が重ねられてきた。日本における近年の地震活動予知によると、これまでの防災対策をはるかに

超える被害が出ると考えられ、その対策も大規模かつ多面的なものに変化している。1995 年の

阪神淡路大震災の都市直下型、2011 年の東日本大震災の巨大津波、原発事故など、これまでの

対策では対応できないような被害や事故が起こっている。被災の範囲も対象も拡散しているため

防災から復興への一連の災害対策が必要である。被災者の中でも特に災害弱者といわれる高齢者

や障がい者の救援・支援対策の整備が迫られている。 

 本研究は社会福祉の立場から、これまでの被災地の福祉課題を明らかにした上で、地域包括支

援センターを基盤とした高齢者への福祉支援と減災対策の一体的取り組みのあり方を実証的に

研究する。ここでは、自然災害の中でももっとも喫緊の課題となっている地震災害を取り上げ、

これまでに発生した阪神淡路大震災と東日本大震災が発生した時代の社会背景および被災実態

と支援状況を比較することにより、今後の対策の示唆を得ることを目指す。 

阪神淡路大震災後の被災地の高齢者の孤立化、孤立死の問題とその対策は、今後の超高齢社会

の問題にもつながり全国から注目を集めた。阪神淡路大震災で多数の犠牲者を出した神戸市が被

災高齢者の生活復興問題から始めた高齢者見守り事業は、災害後の対応策や復興課題を発信し続

け、その後の災害の被災地にさまざまな先例を示す役割を担っている。筆者は、この高齢者見守

り事業の展開過程を継続研究してきた経緯から、本研究において神戸市をおもな研究対象とした。

具体的には、神戸市の高齢者見守り事業の実績をふりかえり、それを再び災害に備える対策とし

て活用しうるかを地域包括支援センターに配置されている見守り推進員等はじめ地域支援者の

見守り活動を通して検証していく。 

2006 年に設置された地域包括支援センターは地域の高齢者の身近な相談サービス拠点であり、

地域ネットワーク構築を担う機関であることから、地域包括支援センター自体が災害に備え、ま

た災害時に被災者支援に果たす役割は大きい。2011 年 3 月に起きた東日本大震災においては、

地域包括支援センターが介護保険事業者や地域支援者とともに速やかに高齢者の安否確認や福

祉支援を行ったことが報告されている。（白澤ら、2012年）そこで、阪神淡路大震災後に生まれ

た神戸市の見守り推進員、見守り地域拠点の活動を検証して、地域包括支援センターが減災機能

を強化するために必要な平時の備え、地域ネットワーク構築による災害時対策の可能性を探る。

また、地域福祉と地域減災の連携・協働を促進するための構成要素、機能要件を提示し、これか

らの地域社会に求められる見守りシステムの整備と、それによって今後の災害も視野にいれた減

災福祉コミュニティ形成の手がかりについて論じる。 

 

 本論文は、序章から終章まで全 8章の構成である。 

序章は、まず 1節で研究の背景と目的について、福祉機関も災害時対応する必要に迫られてい

る現状にふれ、これまでの防災対策を補完し、同時に福祉対策を強化するためには両対策の連

携・協働が重要であることを述べる。防災政策に関する最高機関である中央防災会議は内閣府に
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設置され、災害対策についての論議はされてきたが、防災・減災が政策として十分研究されず、

また防災・減災の用語自体も十分な定義がなされてこなかったといえる。永松（2008）が防災政

策と区別するためにあらたに用いた減災政策という定義や研究領域も援用しながら、自然災害が

頻発するたびに直面する人口減少、高齢化など私たちの生活の変化によるあらたなリスク面にも

目を向ける必要、つまり家族、コミュニティ、労働や生活基盤の安定、生きがいや安心などの要

素が災害対策にも不可欠であるという福祉的視点を重視する立場を述べる。そこで、これらの被

害を軽減するあらゆる方策を講じなくてはならないことから、これまでの防災対策、福祉対策を

社会福祉学の立場から「減災」という共通の用語と目的で見直していく。2節の研究方法につい

ては、1章および 2章で災害に関する先行研究および防災対策と福祉対策の整理をし、その後の

章で、東日本大震災の被災地調査と阪神淡路大震災の被災後の継続調査結果を分析する。そして、

全体から考察して、これからの安心・安全な地域のあり方を探っていく。 

１章では災害研究と災害弱者の問題を取り上げる。まず１節で、災害に関する先行研究、おも

に社会学で積み重ねられた研究の流れや体系をみて、2節でこれらの先行研究から社会的弱者が

災害弱者となる実態、福祉サービス対象者やとりわけ高齢者の生活問題を明らかにする。3節で

社会福祉学としての災害研究の変遷と現在の研究傾向を提示する。 

2 章は、防災対策と福祉対策の交錯について考える。1 節では防災行政と福祉行政におけるそ

れぞれの災害対策を並列検討する。まず、防災行政における防災・災害時対策を、次に福祉行政

における防災・災害時対策をみていく。そして、2節では、防災対策と福祉対策の連携の動向を

追っていく。まず、災害時要援護者情報への対策、次に災害時要援護者の避難対策の実際を取り

上げる。本章では対策の担当省庁の違いによるさまざまな問題を示し、災害リスク対象の人々の

生活を守るため、防災対策、災害対策の範囲や領域の確認と、災害にむけた、さらに災害時にお

ける福祉対策との２つの対策の連携の課題を明らかにする。 

3章は、近年の高齢者の地域福祉対策について、特に介護保険制度以後、高齢者ができる限り

住み慣れた地域生活の継続を目的とする地域包括ケアの展開についてみていく。そして地域包括

支援センターの役割と機能を確認した上で、地域包括支援センターが担う地域ネットワーク構築

と自助、共助を担うコミュニティの課題を示す。２節では、コミュニティにおける災害時要援護

者の問題、とりわけ高齢者の実態把握の現状について述べる。そして日常の見守りと災害に備え

た地域福祉と減災活動の連携の必要性を論ずる。 

4章は、2011年 3月に発生した東日本大震災における災害時対応の実態を調査した結果から地

域包括支援センターが果たした役割を検証する。1節では、被災地の一つ、仙台市を取り上げ、

日常の災害時対策や地域防災組織の取り組みと、要援護者対策の実態を明らかにし、被災後のい

くつかの調査で明らかになった地域包括支援センターの安否確認や支援状況を示して、災害時に

おける地域包括支援センターの実際の対応と平時の機能との整合性を明らかにする。 

5 章は、1995 年 1 月に発生した阪神淡路大震災後の被災高齢者対策と支援の変化の実態を被

災地・神戸市に焦点を当ててふりかえる。1節では、仮設住宅から復興住宅へ転居した高齢者の

孤立化問題の解消を目的とした日常の高齢者の地域見守りの新事業とその展開および地域包括

支援センターに配置された見守り推進員の活動について概観する。また、市が災害時対策と高齢

者見守り等を兼ね備えた防災福祉コミュニティを目指してきた経緯について述べる。2節では、

神戸市の本事業の展開によって公営住宅の空室を利用して地域包括支援センターのブランチで

あり地域ネットワーク構築のアウトリーチ拠点ともいえる「あんしんすこやかルーム（以下、ル

ーム）」が開設されたが、ルームに配置されている見守り推進員、地域支援者等との地域見守り

の取り組みを検証する。まず一つ目に、ルームの見守り推進員へのアンケート調査、二つ目に、

先駆的に活動が進められているルーム 2ヶ所の約1年間の非参与観察調査から、ルームを中心に

福祉コミュニティを形成する過程と成果を報告する。そして、介護保険制度改正後に設置された

地域包括支援センターにおける地域ネットワーク構築と減災対策との連携の可能性を探るとと
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もに、アンケートや非参与観察の調査から日常の高齢者見守りのための地域ネットワークが災害

時においても同様に生かされるかを明らかにする。 

6章は、地域包括支援センターを基盤とする高齢者見守りのための地域ネットワークづくりと

ルーム設置や見守り推進員を配置した神戸市独自の見守り体制についてフォーカス・グループ・

インタビューを通して検証する。1節では、フォーカス・グループ・インタビューの研究方法と、

2ヶ所のルームと見守り専門職、関係機関、地域支援者によるネットワーク構築に関するグルー

プ・インタビューの概要について、さらに語りの内容の質的分析結果を提示し、高齢者見守りや

減災のための取り組みに関する概念生成を試みる。2節では、インタビューの分析結果をもとに、

その概念間の関連、減災と福祉のコミュニティづくりの実践過程を検証し、安心・安全なコミュ

ニティに必要な地域資源、具体的手法等の構成要素や要件と課題を抽出すると同時に、地域包括

支援センター、ルーム、見守り推進員が地域ネットワークに果たす役割を明らかにする。そして、

その結果、減災福祉コミュニティに繋がっていく可能性について論考する。 

終章では、研究全体をふりかえり、これからの災害対策と高齢者見守りのあり方を再考する。

1節で、仙台市および神戸市の被災地の調査研究から地域包括支援センターが果たす高齢者支援

の役割をあらためて考察する。2節で各地の高齢者見守りの動向と福祉コミュニティ、さらにこ

れからの災害対策の動向について概観する。その上で、阪神淡路大震災後の高齢者見守り活動の

基盤となる地域包括支援センターの機能とアウトリーチの場や人の配置の重要性等を総括し、高

齢者対策と災害対策による減災福祉コミュニティ形成に向けた提言を試みる。最後に、研究の限

界や課題を明らかにする。                     （文字数：3,994字） 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


